
財務諸表に対する注記 
 
１．重要な会計方針 
 
（１）有価証券（投資有価証券を含む）の評価基準及び評価方法 

期末日の市場価格等に基づく時価法による。 
 
（２）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）及び無形固定資産･･･定額法による。 
 
（３）退職給付引当金の計上基準 

職員の退職給付の支給に備えるため、期末要支給額に相当する金額を計上している。 
 
（４）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 
 
２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。 
（単位：円） 

なお、基本財産の投資有価証券のうちの 705,843,630 円（235,674 株）並びに特定資産の投資有価証

券のうちの 1,989,656,370 円（664,326 株）については、期末現在貸株として運用している。 
 
３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。 
 

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
基本財産 
普通預金 
投資有価証券 

 
103,890,551 

1,545,062,557 

 
102,928,756 
396,209,797 

 
205,611,693 
583,605,909 

 
1,207,614 

1,357,666,445 
小   計 1,648,953,108 499,138,553 789,217,602 1,358,874,059 

特定資産 
普通預金 
投資有価証券 
国内研究者支援事業資産 

退職給付引当資産 

 
231,901,175 

3,408,144,056 
54,491,031 

4,225,000 

 
545,450 

560,466,869 
49,316,566 

625,000 

 
232,395,051 
978,735,370 

35,918,414 
0 

 
51,574 

2,989,875,555 
67,889,183 

4,850,000 
小   計 3,698,761,262 610,953,885 1,247,048,835 3,062,666,312 
合   計 5,347,714,370 1,110,092,438 2,036,266,437 4,421,540,371 



（単位：円） 

科   目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額) 
(うち一般正味財産

からの充当額) 
(うち負債に 
対応する額) 

基本財産 
普通預金 
投資有価証券 

 
1,207,614 

1,357,666,445 

  
  (0) 

(0) 

 
  (1,207,614) 

(1,357,666,445) 

 
－ 
－ 

小   計 1,358,874,059 (0) (1,358,874,059) － 
特定資産 
普通預金 
投資有価証券 
国内研究者支援事業資産 

退職給付引当資産 

 
51,574 

2,989,875,555 
67,889,183 

4,850,000 

 
(0) 
(0) 
(0) 
(0) 

 
(51,574) 

(2,989,875,555) 
(67,889,183) 

(0) 

 
－ 
－ 
－ 

(4,850,000) 
小   計 3,062,666,312 (0) (3,057,816,312) (4,850,000) 
合   計 4,421,540,371 (0) (4,416,690,371) (4,850,000) 

 
４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。 
 

（単位：円） 
科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

什 器 備 品 
 

37,179,798 
 

34,211,797 
 

2,968,001 
 

合   計 37,179,798 34,211,797 2,968,001 
 
５．引当金の明細 
  引当金の明細は次のとおりである。 

（単位：円） 

 

科 目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

退職給付引当金 4,225,000 625,000 0 0 4,850,000 


